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2015年度活動報告

㌔㌔気∵1・㌧‥㌧一三■ダーちか㌔ト㌔tl霊■㌦杉山が一旦一㌔」・㌻十、七一塑禁よ・

1．概観

2013年度から取り組んできた横浜市新市庁舎問題は、柱となる住民監査請求・住

民訴訟を進めるだけでなく、そこから派生した問題につき、情報公開請求不服申立・

訴訟、国賠請求訴訟と取り組みを広げてきた。情報公開請求については、審査会か

ら、“随意契約に／凡、ての透明性の要請、市庁舎整備という公共性の高い事業にお

ける説明責任”等の判断を引き山し、これが本年度に実施された建築工事設計施工

業者の選定結果に関しての情報提供、情報公開の拡大につながったと評価できる。

また、住民監査請求の門前払いの横行については、固陪請求訴訟で「違法」との判

断を勝ち取り、今後の運用（7）改善が期待できよう。

月例会は、カジノ問題、議会・議員、入札制度、包括外部監査（警察費）などメイン

テーマを設定し学習会や意見交換を行う月が多かった。新たな活動についての意見

交換牽）できたが、進めることができていないテーマ（情報公開請求制度活用について

の情報提供、議会傍聴など）もあり、次年度の課題である。月例会や広報紙がきっか

けになり、県内に新たなオンブズマンが結成されたことは喜ばしい。

2．活動内容の検証

（1）2nl4年度の活動方針は次のとおりであった。

1県および横浜市議会を多角的にチェックしよう

（議会の活性化を目指し、議会での「議論」の中身をチェックする。政務活動

費の不正支出が各地で多発している実態を踏まえ、政務活動費の透明度ア

ップを求める＿）

2　税金の無駄遣いを許さ加、

（横浜市の新市庁舎建築等差止めを求める住民訴訟に引き続き取り組む。

地域の特性を活かした再生可能エネルギ」一の情幸馴文集をする。入札制度変

更の動きを注視し、改悪に反対するし横浜・臣＼のカジノ賭博場誘致をストノブ

させる（〕）

3　県および県内自治体の行政運営の透明度、情報公開度のアップを

（横浜市新庁舎に関する情報公開請求訴訟等を進め、情報公開の制度、運

用の改善を働きかけるとともに、情報公開請求の活用につき情報発信するLノ

秘密保護法の廃案に向けて活動するとともに、運用を監視する。教育委員会

の審議や採決の透明化をはかる取り組みを継続する）

4　活動基盤の充実と県内各地域の市民オンブズマンとの連携

1　1



（積極的な広報活動を行うとともに、オンブズ活動の経験やノウハウを、行政へ

の働きかけを行う市民や同体に提供し、交流を広げる。．県内各地域の市民オ

ンブズマンと共通の課題に取組んで連携を深める。）

（2）活動内容の概括

横浜市新市庁舎問題、カジノ賭博場誘致問題、教育委員会の透明化の取り組

み、については、lテーマ別報宮i二可のとおり‥

以卜、その他の活動につき、上記活動方針に沿って報告する。

〈1　議会を多角的にチェックする〉

政務活動費について、かながわ市民オンブズマンは神奈川県議会に対し、2n1

2年12月ほか数回、支出の適丁日生、透明性確保のための改善を求めてきたニ201

4年、兵庫県議の号泣会見をき′〕かけにメディア・市民の関心が高まり、神奈川県

議会でも、2015年4月改正の「政務活動費の手引き」では、「支払証明書」の廃

止、会計帳簿の提出義務を定めた。しかし、その後も実際には発行していない広報

紙代の不正計上などの問題が明らかになっている－

2n15年度は、全国市民オンブズマン連絡会で政務活動費を2n15年全国大会

の主要テーマとする取り組みを続けているが、かながわオンブズでは、月例会等で

全国連絡会や各地オンブズの取り組みを紹介するにとどまった。

月例会では、政令市選出の県議の必要性・役割についてや、横浜市庁舎問題

等に関連して、議員個々人に緊張感をもって審議に臨むよう求める取り組みについ

て、意見交換を行った。

く2　税金の無駄遣いを許さない〉

（a）横浜市新市庁舎問題

→巨±垂∃【資料1－1～5】

（t，）白治体・地域レベルのエネルギー施策を考える

『里山資本主義』で「世界でも最先端のJネル中一革命が進んでいる」と紹介さ

れた真庭市を訪れたり

全国オンブズ兵庫大会に引き続き、9月6－7日に実施。参加者17名

森林組合、原木・建材業者、行政が協力して、バイオマスにより森林保全を活性

化させ、その利益を両元に還元することに上り森林保全を促進するというシステムを

つくりあげている現場を見学した

】



（C）横浜市へのカジノ賭博場誘致に反対する

→　テーマ別報告2　【資料2－1，2】

（d）入札の総合評価落札方式学習会

9月の月例会で、大川代表幹事を講師に、「『総合評価落札方式』を考える1学

習会を開催し、談合体制のバックアップにつながりかねない・評価が懇意的に運用

される危険性があるなどの問題点と、透明性を確保するために何が必要かを考え

たこ

くe）警察費に対する包括外部監査結果についてぴ）学習会

神奈川県の平成26年度包括外部監査結果報告書（神奈川県警察における警

察費の執行状況及び財政的援助団体等】について、包括外部監査補助者をつと

めた蔵本隆会員を講師に、1月および2月の月例会で学習会を行ったこ

く3　県および県内自治体の情報公開度、行政運営の透明度のアップ〉

（a）教育委員会の審議や採決の透明化をはかる取り組み

→巨頭］【資料3－1～3】

（l刷情報公開請求の活用の取り組み

新市庁舎整備に伴う事業準備支援業務の委託業者選定のためのプロポーザルで

業者から提出された提案書の非公開については、前年度に情報公開訴訟及び横浜

市情報公開・個人情報保護審査会への異議申立を行ったところ、審査会から開示す

べきとの答申が出され、横浜市は、答申にしたがい、4月28日（個人情報書信分を除き）

非公開部分を全部開示した（訴訟は取下げした）。

2015年度に実施された建築工事設計施工業者の選定では、技術提案書は一部

非公開分は残／〕たものの情報公開度は大幅にアップした。

情報公開請求のノウハウを広ぐ情報発信していく取り組みは進めることができなかっ

たが、次年度は始動させたい－

〈4　活動基聖の充実と県内各地域の市民オンブズマンとの連携〉

9月7－8日に開催された第22回全国市民オンブズマン兵庫大会（大会テーマ「そ

んなんあかんで－！役所と議会」）には、かながわ市民オンブズマンの会員16名が参

加（大会参加者総数は260名）．＿

大会に先立つ調査（「ふるさと創生1億円事業」情報公開請求）にも参加した。

巨」



今年度は、県内にオンブズ団体が3つ設立された。①前回総会で設競予定との挨

拶をいただいた横須賀市民オンブズマンが2015年5月3（）日に設立総会。総会後の

公開鼎談会に、かながわオンブズ前代表幹事の黒下行雄さんが出席、J②黒下さん、

かながわオンプズ会員の大津八郎さんが設立にあたり相談を受け、三浦市でも、三浦

市民オンブズマンが8月28日に発足虻③かながわオンブズ広報誌がきっかけになり、

2015年11月11日、ちがさき市民オンブズマンが発足。代表幹事の綾部祥　一郎さん

が出席。

市民団体「さかえ市民共同事務所」からオンブズ活動紹介の依頼があり、5月9日、

事務局（小沢）が活動報告をした＿．

3．運営関係

（1）人事体制

代表幹事　　大川隆司　佐藤澗喜子　保坂令子　綾部祥　一郎　石崎明人

事務局長　　小沢弘子

会　計　　　細野ひで子

会計監査　　平川篤子

顧　問　　　木村和夫

（2）広報誌・ホームページ

広報誌は隔月刊で122号から127号までの6回発行。

昨年度C7）終わりに開始した、電子メールの一斉送信による会員へ叫情報提供を

今年度も継続（第15～19号まで）。

（3）会員の動向

会員数は15年度末で151名（14年度末は152名）

14年度入会者は7名、退会等8名こ

当年度会費納入者83名（前年度会費納入者102名工

月例会は、4月と8月を除く10回開催し、1回当たりの参加者数は平均16．5人

で、昨年度（1R．5人）よりやや減少している。

（4）財政状況

「2015年度決算報告書」C7）とおり

l

l



2015年度　収支決算報告書

科　目 冰ﾈ��蠅�実　績 

前年度繰越金 店�3��H�3�コ�5，014．085 

会費 �3���3����254．750 

寄付食草 ���34，000 

収入利息 �$������624 

雑収入 �6．465 

（単位：円）

15000×1名3DOOx77名1250×1名2250Xl名25DOxl名2750

会員からの寄付

銀行利息

食事代の残金等

収入合計 姪X�8�#�X�H�#ゴ��5．。。這十 

支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位二円） 

科　目 冰ﾈ��蠅�実　績　l　　　　　　摘　要 

＜運営費＞① 

会場費 �3��3����21．240 ��ﾘ檍ｷ�-�~�檍,ﾎl8�ｩN���������������������Y�8ﾙ��9j�4�987X5�7ﾘ99��xﾘ檍ｶ8�iD陞��#��C���冷�

通信筆 店�3����D 

事琴野郎消耗品）糞 鉄��3����　0 20，000 

会費 �#8�3����

電話華、不才卜穣廼軋＿＿ 雑費 鼎X�3����41．472 �6I�(��6ﾈ6(6y�ｩ��{��

2，000 ���3イ��ロッカー使用料、振込手数料 

小　計 ��SX�3����84．560 ��

＜運動費＞② 

企画費 都���C����797，780 ��8ﾙ��X檍�����9^(����Ykﾈ�｣3���3���苓�����.ｸ684��ｸ耳�C度�Cs��冷�

旅費至通費 �����3����38，746 儘ﾉ_�ｧiJﾘﾗ8ﾞﾉ^X��o�戎l9�ｨ�����

郵送費 �#���3����186，360 儘ﾉ_�鞁u��x旗�����

印刷費 田��3����97．606 儘ﾉ_�nﾉ���儺ﾘ�,ﾈ�8ﾟﾈ��5(78�ｹw�敲48.�YY9ｹe9jfｩ�2�

広報誌紙代・E珊慨プリペイドカード �3��3����32．000 �8ﾟﾈｴ�7h8ｨ,8486�.ﾘ�X6��2�

年要害草 鉄��3����1．＿120 竸�x､�HｬHﾛ磯�{��

資料鰐入費＿ �3��C����5，＿000 　0 

講師謝礼など 田�����ロ 　小計 ��#3�����1，158．612 ��

＜横浜市庁全住民訴訟対策費＞㈲ ロ　ロ 弁等±費用 塔C��3��������720，000 兢佩ﾈ齎ｴﾙw����9i������霾����hHﾈ��緤kﾂ�

裁判費用 �323．837 �8鑛�8���稲��8��5(78�ｹ�99��

小　計 塔C��3����1．043，837 ��

（D＋②＋③ム計 �3�cS����2，287，009 ��■コ白 予備費（繰越金） �##S��コ�302乙915 ��

支出合計 店�C3�X�3�コ�5，309．924 ��

上記のとおり、報告いたします。
2016年4月5日　　　　　　　会　計　細野　ひで子

2015年度の収支決算報告書を監査した結果、適正であることを認めます。

会計監査　平川　篤子

r



卓二マ別報苦1」

市庁舎住民訴訟の新しい段階

代表幹事　大　川　隆　司

1　昨年度の取組み目標

（1）横浜市は、新市庁舎に関する「設計・施工一括発注」契約締結までのス

ケジュー一一ルをすでに2014年12月の段階で公表していた。それは、

2015年　6上目こ入札公告

同年10月に入札実施

同年12月に仮契約締結

2016年　2射こ（市会の議決を経て）本契約締結

というものであった。

（2）市が進める新市庁舎整備計画は、現存の行政棟（延床面積21，000

11上　09年4月までに約50億円かけて震度7に対する免震工事済）を使

用することをやめ、「必要lな床面積全部（140，800rd）を、中区北

仲通にUR（独立行政法人都市整備機構）から∩8年3月に購入した土地

（13，500nj）〝〕上に新築する、というものである。

（3）そのための建設費用を市は667億円と想定した　111プあたり47・4

万円である＝　本庁勤務者6，（〕∩（）人のために合計延140，800rlfの

市庁舎が必要、という市の説明をうのみにするとしても、そのうち21，

000Ⅰ－子分については現行政棟を引きつづき使用することにすれば、約1

00億円の費用が節約できる。

（21，00nl1十×47．4万円／1－了＝99億5400万円）

しかも、現議会棟を取りこわした跡地に残りの120，700nfの建物

を建てる余地があるから、庁舎が2カ所に分かれる心配もない

（4）地方自治体はその事務を処理するにあた′Jて、つねに「最少の経費で最

大の効果を挙げる」ということを目標としなければならない。そのことは

地方財政法4条や地方仁日射去2条14項に明記されている。この規定に照

らせば、新市庁舎を全面新築方式で整備することは「1nn億円のムダづ

かい」という違法行為にあたる。

（5）そう考えた私たちは、前記契約等の差しめを求めて2014年12月に

（，1



横浜氏監査委員に対し住民監査請求をしたが、監査委員はこの詣求につい

て審査をすること自体を拒否し、2015年1月19口付でその旨を通知

して来た。

私たらはこれに対し2（）15年2月18日付で

・丑契約等の差止めを求める住民訴訟と、

・②監査委員の違法な審査拒否に対する損害賠償請求とを

同時に捏起した。

（6）これら訴訟にとりくむ目的は、昨年度の議案書に、

「私たちが今年2月にあらたな住民訴訟を提起した目白引ま、遅くとも来年

2月の市会までに、新市庁舎建設の差止めを命じる内容の一審判決を獲

得することにある。」と書かれたとおりである（7貢）。

2　横浜地裁の不当判決とこれに対する控訴

（1）しかし残念なことに横浜地裁は2015年11月25日に、①、②の両

訴訟とも私たちの請求を棄却する、という不当判決を下した．。

（2）任の事件については、建築費用が高い選択肢を選ぶことがただちに違法

となるわけではないと判断するとと車）に、市が予算措置を伴わないままに

LIRから超高層ビルの建築を引受けたことも違法ではない、と判断し市の

主張をうのみにした。

市当局の主張は、要するに

rURとの問の建築引受契約の拘束力により、市は北仲通にビルを建てる義

務があるので、そのビルを市庁舎として利用する〝）が一番安あがり」とい

うものだ。

建築引受契約のように費用の負担を伴う契紬ま、予算の裏付けがなけれ

ば無効、という地方山治法の規定（214条）に従えば、URとの契約に

義務づけられることはありえないのだが、地裁判決はこの解釈を取らなか

ったわけである。

（3）（富・の事件に／ついて横浜地裁は、監査委員が監査を拒否したことが違法で

ぁるという点は認めたものの、住民の監査請求権は個人的利益のためでな

く公益のた裾二行使する権利な〝）で、これを侵害しても損害賠償義務はな

い、と判断した。

国家賠償法が保護する対象は私的利益だけ、などという考え方は今や過

去のものとな／つている。そのことは海外在住者に投票権を保障しないこと

について賠償を命じた最高裁大法廷判決（05．9．14）の存在によっ

「「



ても自明である」、

（4）私たちは①、・②の各不当判決に対し2015年12月H日付で控訴を申

立てた。

・①の事件は、東京高裁第8民事部（高世三郎裁判長）に係属し、201

6年3月10日第1回弁論期日が開かれた。

第2回は6f］9日（11時n o分、809号法廷）に予定されている。

事態の変化に伴い、請求内容を変更する必要があることは後述する）
・②の事件は、東京高裁第24民事部（高野伸裁判長）に係属し、201

6年3月1日に第1回弁論期日が開かれ、4月12［の第2回期日で結審、

判決言渡期日は5月19日（13時15分、717号法廷）と指定された。

3　契約締結済という新事態の下で

（1）私たちの住民訴訟が進行している間にも、市当局は新庁舎整備に向けて

スケジュールを消化し、2015年12月4日には入札結果が発表された。

竹中工務店と西松建設のJ Vが679億3200万円（税込み）で落札

した＿　この落札価格は市が設定した入札了′走価格の94．5％にあたる。

入札において最も安い価格を提示したのは大成建設（676億0800

万円）だったが、l総合評価落1‥」方式」が適用された結果、「技術評価点」

において大成（137．4点）を上回った竹中・酉松JV（139．0点）

が「逆転勝利」した

（→　画料1－1j　2015・12t　一ノ1横浜市記者発表資料

－→　直垂≡耳　2015・12・5　神奈川新聞記事）

（2）その後2016年2月24目付の横浜市会の議決に基づき、市と竹中・

西松JVとの間の本契約が締結された。

工期は2020年5月までと設定されている。

経済アナリストは、「基本的には20年に向けて人件費も資材価格も上が

る傾向が続く」と見通しているしノ

（－→　匪画十二可　2015・9・10　東京新聞記事）

横浜市当局もそのことを承知しているからこそ、横浜美術館の改修工事

については、l東京五輪前で建築資材や人件費の高騰が予想される時期を避

け、21年度以降に着手する」ことを予定している。

（→　直垂再三可　2016∴〕・＝　東京新聞記事）

新市庁舎の⊥二事代金は、「679億3200万円王をスタート地点として、

どこまで増額されるものか予測は不可能である

l　ヽ



（3）一方で市当局は、「新市庁舎への移転」が実現した後の、現市庁舎や、そ

の敷地の利用方法について「市場調査の結果」を発表した．＿、

（→　庫料1－5l　2016・4・8　記者発表資料）

それによれば、「現市庁舎行政棟は関内の歴史を継承する施設として活用

を基本に利用計画を検討します」と記載されている。

このことは現行政棟が現役の建物として立派に使用に耐えることを当局

が自認していることを示すものである。

現行政棟を活用すれば、100億円の公金友山が抑えられるということ

を忘れて市当局は、2n16年度の待機児童対策に、49億3200万円

の予算しか組んでいない′　おカネの使い方を間違えているのである。

（4）ともあれ、自民党、公明党、民主党の賛成に上り契約議案は議決され、

新市庁舎整備に関する「設計施工一括発注」契約は締結されてしまった

従って、そJ）「差止め」請求訴訟はもはや維持しえないので、100億

円というムダづかいの損害を横浜市に与えた責任者（市長、副市長、議案

に賛成した市会議員）の賠償責任を追及するほかはなくなった（ただし建

設資金調達のための地方債発行の差止めを請求する訴えはひきつづき維持

される）。

（5）tJRとの問の建築引受契約は議会に上る予算の裏付けを伴わない、拘束

力のないものであるにもかかわらず、市当局が拘束力ありというウソをつ

いて横浜市に巨額のムダな支出を強いた責任、および与党議員がそれに追

随した責任を、私たち叫主民訴訟は追及していくごそれは市政をチェック

するという議会の本来的役割を確立するために必要不可欠の問題提起であ

ろうと考える

もう一つの剛吾訴訟も、監査委員の本来的役割を確立させるための問題

提起であり、いずれもひきつづき本年度の重要十一マである。

トロ
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障料1－11

横　浜　市　記　者　発　表　資　料

平成　27　年12　月4日

総　務　局　管　理　課

『横浜市市庁舎移転新築工事』の

落札者が決定しました。

横浜市市庁舎移転新築上事については、平成27年6月16日に「高度技術提案（設計・施工一括）型

総合評価落札方式」による一般競争入札（WTO）の公告を行い、10月8日から13日の期間に5着から

技術提案資料の提出及び入札がありました。

技術提案と入札金額を総合的に評価し、本日竹中・西松建設共同企業体を落札者として決定しました

ので、お知らせします。

落札者 �'ﾉ(h�Y�ﾈ鉙ﾉｩ�ﾘｺI:�俤��ﾂ�

契約金額（税込） 田x�3�3(�3����3���苓�冰ﾉ.������Xﾙ��ｨ�cs��3ンX�3c���3���苓,ﾃ滴�CX�8�ｨ�h���

工事期間 佛��?ｨ*�.y[ﾙ�ﾃ3)D綛ﾈ�#�?ｨ-ﾈ,R�

落札者の所在地 ��Vﾈ�9�ﾈｾh扎ﾞy*ﾃi)ｩm｣�CR�

提案概要 �&陋｣(､ｸ��&��33�､ｸ��88壹(､ｸ��路��lｩ���io��C��3s����,���ﾉｩZ畏(+8�io��S&ﾒ�構造：コンクリート充填鋼管構造／鉄骨鉄筋コンクリート造／鉄筋コンクリート造 

中間層免震構造＋制振構造 

※1新市庁舎整備費約749億円のうち、約30億円（低層部内装等工事費）は、平成30年度に

別途工事として発注予定

2．入札結果

入札参加音名 剳]価値※2 �?ﾈ腥ｾ�ｧｨ���YK(*ｸ�｢�技術 評価点 佇ｸ��悗�

A �'ﾉ(h�Y�ﾈ鉙ﾉｩ�ﾘｺI:�仂i�ﾂ�0．2209 田(�3����3����3���冷�139．0 凅���脾�

8 ��Y�ﾈﾉｩ�ﾘｩH�檍���0．219ご1 田(�3c���3����3���冷�137．4 ��

C 乘H�檍���Y}��r�0．2010 田H�3Sc��3����3���冷�129．8 ��

D ��I�Xﾉｩ�ﾘｩH�檍���0．1903 田X�3Ss��3����3���冷�124．8 ��

E 俾ﾙ8xﾉｩ�ﾘｩH�檍���0．1899 田8�3s���3����3���冷�121．0 ��

※2　評価値の算出について

横浜市市庁舎移転新築工事では、企業の独自技術や工法・ノウハウを幅広く取り入れるとともに、

価格面での競争も行う「高度技術提案（設計・施工一括）型総合評価落札方式」を採用しています。

事業者の技術力と入札金額の双方を総合的に評価した「評価値」の最も高い者を落札者としました。

評価値の算出方法： 儷ﾘ廂&ﾂ�＝　技術評価点　÷ �?ﾈ腥ｾ�ｧ｢�×　100，000．000 

（160点満点） �� 

ロコ



3．技術提集の騨鋒

1）横浜市が求めた高度技術提案

大地震与巨酬寺における業務継続を考廃した耐震持砧や、荒廃未来都市でふさわしい環境技術なとの

技師提案に加え、低層部及び高慢闇け）建築・構造・．投臓と建築デザインに関する総合的な根案、こう

した高度技術を確実に実現させるためJ＿）体制や取組等軌こ関する提案を求めましたし

2）評価委員会による評価

外部有識者で構成する横浜市l机宇宙移転新築工事技術提案等評仙委員会を11月19日に開催し、技

術提案の審査及び評価を行い三lた。10月8日、t3日に捉出された技術提案は、いずれも本草菜へしハ

熱意が感じられるもしハであり、応募者〃技術力の高さが反映された質の高い内容でした。

港fL▲者の提案では、耐震技術にノ）いて托、高層部の揺れを抑制するため、免震構造と制振構造を組

合せた構造計画や、詳細な地盤調査等こ上る安全性の高い構造，汁桝に関する鮎案を評価しました。ま

た環境技術については、断熱性能の高い外装による空調負荷の低減、自然換気など外気の活用、高度

な空調・照明制御け）採用により、発注仕様書で求が）た消費二」ネルギ【30％．削減に対して40％削減とす

る提案を評価しました。

技術提案の補足資料として提皿ほれたイメー【シ図です。実際の建物は今後設計を行い決定します。

4ト今後の予尋

※3　人札紹果報黙雷は、評価委n会の内容なと＊業者選定・ノ、）過程にノ〕いてまとめたものです。

（参考）　入札手続きの経緯等について　　　　　【別紙－①】

技術提案項目抽出の浣れ　　　　　　　【別紙－②】

技術評価点一覧　　　　　　　　　　　【別紙－③】

新市庁舎整備について　坦出し／辺埋軋車ty．yokohama．Eg．」P／somu／Org：／kanri／newtyosya／

お問合せ先

事業に関するこし

1二軍・技師捉案には1する

入イこ」契約丁・続きに「胃する

総花局管理誹新市け舎麿備担ゝ1ほfミ長　　　け藤康博　TelO15－671－4112

建築り施設整備課㈲rH庁舎整1J●津愕課て　入場　詩経　Te10－15－671－418日

則政局契約第　一課長　　　　　　　　　　鈴木矩介　TelOん15－671－2280
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恒画‾二二可　2015年12月5日付け神奈川新聞

第3穫郵模物叔可

竹中・西松萎垂設共同企業体による新
市庁舎イメージ囲（横浜市提供）

栄神醇

警
庁
要
事
技
術
力
な
ど
評
価

横
浜
市
は
4
日
、
新
市
庁
舎
移
転
新
築
工
事
の
一
賀
争
入
札
で
、
入
札
が
あ
っ
た
5
着
の

中
か
ら
竹
中
・
西
松
建
塁
ハ
同
企
業
体
（
J
V
）
を
落
札
者
に
決
め
た
、
と
撃
た
。
契
約

金
額
は
6
7
9
億
3
2
0
0
万
円
（
税
込
み
）
。
2
0
1
6
年
2
月
の
市
会
定
例
会
で
可
決
後

に
本
契
約
し
、
1
7
年
夏
ご
ろ
本
体
工
事
に
着
工
す
る
。

市
に
よ
る
と
、
入
札
は
6
月

1
6
日
か
ら
1
0
月
1
3
日
に
か
け

て
、
技
術
力
と
金
額
の
双
方
を

総
合
的
に
評
価
す
る
「
高
度
技

術
提
案
（
設
計
・
施
工
一
括
）

型
総
合
評
価
落
札
方
式
」
で
実

施
。
同
J
V
、
大
成
建
設
、
大

林
組
、
清
水
建
設
、
鹿
島
建
設

の
5
着
が
入
札
し
た
。

予
定
価
格
（
税
込
み
）
は
、

新
市
庁
舎
整
備
費
約
7
4
9
億

円
か
ら
1
8
年
度
に
別
途
工
事
と

し
て
発
注
予
定
の
低
層
部
内
装

等
工
事
費
約
3
0
億
円
を
除
い
た

7
1
8
億
9
5
6
0
万
円
。
同

J
V
の
入
札
金
額
（
税
別
）
は
最

低
金
額
で
は
な
か
っ
た
が
、
技

術
評
価
点
は
最
も
高
か
っ
た
。

（
石
尾
　
正
大
）

提
案
で
は
地
上
3
1
階
（
高
さ

約
1
5
2
㍍
）
、
地
下
2
階
。

免
震
と
制
振
を
組
み
合
わ
せ
た

構
造
計
画
や
、
断
熱
性
能
の
高

い
外
装
に
よ
る
空
調
負
荷
の
低

減
と
自
然
換
気
な
ど
外
気
の
活

用
な
ど
に
よ
り
消
費
エ
ネ
ル
ギ

ー
を
4
0
％
削
減
す
る
と
し
た
技

術
提
案
が
評
価
さ
れ
た
。

1
6
年
2
月
の
第
1
回
市
会
定

例
会
に
契
約
締
結
議
案
を
提
出

し
、
可
決
後
に
本
契
約
を
締
結
、

設
計
に
着
手
す
る
。
1
7
年
零
」

ろ
本
体
工
事
に
着
工
し
、
2
0
年

l
月
末
に
本
体
工
事
完
了
。
同

年
6
月
末
に
供
用
を
開
始
す
る

と
し
て
い
る
。

総
合
的
な
「
評
価
値
」
順
の

入
札
結
果
は
次
の
通
り
。

竹
中
・
西
松
建
設
共
同
企
業

体
（
入
札
金
額
6
2
9
億
円
、

技
術
評
価
点
1
3
9
・
0
）
▽

大
成
建
設
（
6
2
6
億
円
、
1

3
7
・
4
）
▽
大
林
組
（
6
4

5
億
6
千
万
円
、
1
2
9
・
8
）

▽
消
水
建
設
へ
6
5
5
億
7
千

万
円
、
1
2
4
・
8
）
▽
鹿
島

建
設
（
6
3
7
億
円
、
1
2
1

・0）。



匡軒了三司　2015年9月10日付け東京新聞
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l資料1－5l

横　浜　市　肥　育　発　表　責　料

平成　28　年　4　月　8　日

都市整備局都心再生課

1土地活用の方向性

横浜市は、新市庁舎整備（平成32年6月供用開始予定）を

契機とした関内駅周辺地区の新たな魅力と活性化の核づくり
に取り組んでいます。

これによと）、開港以来の横浜経済の発展を支えてきた関内・

関外地区及び都心臨海部全体の活力向上につなげていきます。
このたび、サウンディング型市場調査を踏まえて、土地活用

の基本的な考え方をまとめましたので、お知らせします。

今後、庁内での検討や地元・市民・有識者等のご意見を伺い
ながら平成28年度に事業実施方針としてまとめていきます。

（1）土地活用の基本的な考え方　　　　　　　　　　　　　　認諾

○　国内外に強みのある研究（先端技術、文化芸術、健康医療、国際・観光等）を行う

大学・大学院等の立地により、関連する産業・研究機関の集積と人材育成を図り、

国際的な産学連携拠点の形成．を目指しますり
これにより、開港の地にふさわしい新たな価値の創造と都市ブランドを確立し、本

市の国際化と経済活性化を推進します。

く主な機能（例）＞・大学・関連産業、産学のグローバル化を推進するセンター機能
・新たな文化・産業創造のためのインキュベーション機能

・公民連携での教育プログラムの研究・開発　等

○　都心臨海部再生の動き（山下ふ頭開発や新たな交通の導入等）や既成市街地・横浜
文化体育館再整備・横浜スタジアムと連携した観光■集客の拠点形成を目指します。

これに上り、都心の新しい活力を／ノくる賑わいと観光回遊の拠点形成による関内・

関外地区の結節点を強化します。

＜主な機能（例）＞・交通結節点、宿泊・案内、商業、スポー1ツ・エンターう→イメント　等

（2）事業手法
・公民連携を基本に、役割分抱や公有地活用等の事案の仕組み・制度殻計等を検討します。
・現市庁舎行政棟は関内の歴史を継碑する施設として活用を基本に利用計画を検討します。
・教育文化センター跡地r工、解体物件付の土地売却を基本に検討します。

く3）スケジュール
・平成28年度・事業実施方針決定、平成29・30年度：事業者公募手続、

平成32年度へ∴事業着手
り引削街l互のモir一）くり・教わ文化七二　′′　一秒＝吏活日日土、′．＼子圭の検討二二［り別途割糾‾ろ揚合があト■まナノ）

※i二他活用の基本的な考え左を実現していく仁和二必質となか横浜前の取組みノ＼の意見・要望につ

いてに、公共公益性及びtE了′ノJくりlここ7）妥ゝL川一斗ン〕かりと．議論し、、†減2糾t一度に結論を示します一

（裏面あり）

巨



2　サウンディング型市場調査結果の概要

（1）参加状況
■参加団体数　25団体
1業種内訳　開発・不動産事業者10社、総合建設業　5社、

大学・専門学校　6法人、
教育・文化関係　2社、その他　2杜

（封　調査轄具の概要（詳細は別紙）

・開発・不動産事業者からは、首都圏の貴重な駅前大規

模事業地として、現市庁舎街区、民間街区、教育文

誓言妄言諾碧雲諸賢賢雷管（事業は区分）した
・土地活用については、関内での業務ニーズは厳しいも

三三云三千二室㌢三真書三妻

対豊嶋1規横浜市庁含街区
敷地面積的16jOOr㍉

●問巧が葡口．

ロ

対象地2教育文化センタ」跡地
勲場面横目拍β00汀戸

【調査対象地】

施設の配置については、教育、市民利用等の公共公益的利用は現市庁舎街区、ホテ

◆奈雷雲讐警苧讐括了蒜義男畠韻畿芸芸碧空霜害孟岩窟鷲敷

める提案がありました。ソフト的には科学分野の教育や不登校児童対策など塾萱金
野での公民壊乱を希望する提案もありました。

・既存庁舎棟は、大規模商業施設の提案を除き、関内地区のシンボル的施設址工し

またコストの最小化や早期利用の視点で活用する計画が多数ありました。

・教育文化センター跡地では、先行利用の希望や解体物件付の土地購入は可能とする

提案がありました。

・土地活用と合わせ、周辺地区の魅力創造等に向けたきちji旦空き旦ヱ地

上に取り組みたいとする提案がありました。
◆，■■■■■■■t■■■■■■■tt■＝■t■

（参考）検討プロセス

横濱まち／つくりラボ（Iほ67へ－）
t全体会12回

・テ止マ別検討26匝】

・延へ約1，200名参加

H2712

H28　3

横濱まちづくりラボのアイデア

サウニティング渕査（1128＿1、）

・25運体参加

土地活用の方向性

②成長産業

章一観光・エンターテイメント

④スポーツ＆健康

地元、企業、専門家等の議論によるアイデア

郵国際的な産学胃成拠点

②ライフイノベーション拠点
・貰蘭光のゲートウェイ

④ソーシャルビジネス拠点

サウンディング調査を踏まえた横浜市の考え

∈＞庁内検討、地元・市民・鉦粗肴意見情的

事業実施方針 艶浜市の事業方針

お問合せ先

都心再生課邪心再生担当課長　立石孝司　TelO45－671－3952

「㌃1
1
し「一一】



テーマ別報苦2

横浜市のカジノ誘致を許さない

岸　　信　孝

横浜市が山下埠頭を1番手のカジノ特区に指定させようと画策していることが明々

白々となったノ二の阻止に向けてのかながわ市民オンブズマンとしての取り組みと問題

意識を簡単に振り返／トでみたい〕

Ⅰ．主な活動

（1）横浜市「IR等新たな戦力的都市づくり検討調査」報告書批判　広報第123号貢3～5

横浜市は2015年4月、570万円を費やして日本経済研究所に委託したIR等

新たな戦力的都市づくり検討調査業務の結果を発表したり都心臨海部の再生・

強化、国際的な㌦／llCI三都市の拡充のためにIR導入は必然であるとし、4，100億円

にもとる経済効果を筆頭に、大きな雇用創出や税収増などの効果を強調した。

オンブズマンとして6　月の月例会を中心に本報告書の学習を行い、次のように

批判した。（→　函軒㌻二了1）

●　調査プロセスや手法が杜撰で欠陥だらけである

，　犯材対策、mOlleylaundering、ギャンブル依存症などの掘り下げがない

′　経済効果の推計根拠（訪問客、消費額など）がでたらめ

●　カジノを運営してゆくための膨大な社会的費用に触れていない

●　なぜIRにカジノが必要であるかの合理的説明が欠落している

横浜市にとって報告書山体の合理性や正当性は大して重要ではない。横浜市都

心臨海部再生マスタープラン審議会の市への答申提出（2015′′′′2ノバ8）、林文子市長

の市会予算特別委員会連合審査会（2015／′′：うノ′′18）における“魅力と活力あふれる都

心臨海部を実現させるためにrRは有力な手法”発言などの流れに呼応してカジノ

誘致のトップランナーを目指す意思表明の一環であった。

（2）第22回全国市民オンブズマン大会　ギャンブル・カジノ分科会（2015′′′9ノ′′′6）に

参加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノム報第124冒頁3～5

●　ギャンブル依存症に実際に陥ってしまった3人の牛の声に接し、個人の問題

に矯小化してはいけないことを痛感する。

［三コ



●　横浜からの報告はできなかったが、上記（l）の横浜市のIR検討調査報告書批

判の資料を参力瞳に配布した。（→　廃料2－2l）

この分科会でも多くの発言者から横浜がカジノ誘致のトソプランナーとしての位

置にあることの指摘があった

●「IRカジノに反対する決議」（案）に対して、経済効果の欺瞞性について明記

が必要である旨を全体集会にて提起し、後日採択されたっ

（3）ヨコハマにカジノはいらない　Sr110PCaslrlOC叩〕aign（2015月／／27）に参加

広報第125号頁5～6

●　全国カジノ賭博場設置反対連絡協議会の主催による集会で、大川代表をは

じめ4人が参加した

●　目玉は「カジノ幻想＿の著者である烏畑与一氏の講演で、要点は以下であっ

ィ、

′　多くの海外事例の視察と分析からの結論：カジノによる地域振興や経済

の活性化というのは幻想に過ぎない

′　横浜市の「lR等新たな戦力的都市づくり検討調査」報告割こついては：

／　全体的に極めて杜撰で、経済効果は窓書的である。

／　カジノ、ギャンブルの負の面についてはほとんど触れていない。

√　経営面から見た採算性についても欠落している。

などと批判した

（1）で展開したわたしたちの斬り口とほぼ同期しており、わたしたちの作業

の合理性、正当性を補完したも〝）と理解したいこ

●　今鋸は国際行動デーとしての取り組みの一一環で、台湾や米国のカジノ反対

運動組織からのメッセージも披露された。

Ⅰ1．オンブズマンとしての問題意識

横浜市のカジノ誘致を絶対に阻lLするために、改めてわたしたちの問題意識と実践

課題を整理してみよう。

（1）カジノ全般

十新しい生産的富を生まない

T地域振興や経済活性化の起爆剤にならない

F】1



－　Canllibalization（共食い）

一　税収入における代替効果　など

十地域コミュニティの破壊

＋犯罪、自己破産、ギャンブル依存症などの増加に対する膨大な社会的コストの

発生

＋　日本はすでにギャンブル大国（成人　4．的、540万人）

＋IR（統合型リゾート）はカジノ隠しである

（2）横浜市の誘致

＋カジノ実施法案が成立すれば、1番手のカジノ特区指定を狙っている

林市長、経済界（横浜商工会議所、京浜急行）、市会与党等　いっそうの注視

が必要

←誘致反対の理論の強化

一　法的側面（e．g．精神保健法第2条、横浜市暴力団排除条例第3条）

一　反対批判派（e．g．国際カジノ研究所所長木曽　崇）批判

＋　さまざまな活動団体との連携や共同の追求（2n17年8月の市長選での

争点化車））

＋　市民への訴え（継続的に何ができるか）

［＝］



恒12了1

かながわ車民オンブズマン6日例会

2015年6月17日

岸イJ‾孝

「lR（統合型リゾート）等新たな戦略的都市づくり」検討調査　報告書　（2015年3月　横浜市）批評

1．報措書の結論が曖昧である

●　検討調査を委託された（附　Rノ棉経済研究所が舶こ提出した廿＿の報告書そのものであるrJ

●　報て1テ害を受りて〝）横浜l侍としてび）見解や方向一件は打ち出されていない。

●　報告書l十体圭上川導入を酎接的に推奨するものになっていないが、経済波及、税収増、雁用創け■などの効果を

強．謳廿る中で、導入が必然であることを問I接的に訴えているく－．公開後のIRの政治・経済情報のpnrtal sltP

におけるニュースでは、経済効果を［い心に充実した報告蔓：であるとの云＝苗が多い′うく、その数字はあくまで血生

に過き／ん亡い

2．調査プロセスや手法の欠陥、不備

●　値鞘収渠や整理もほとんとが既√碩料、文献からの抜粋や州削二依っている。仕様書（委託に当たっての）上

ではヒアリングも手段として挙げられているが、こく限定r射二桁社有＊ヒアリンク（p33）以外は採られてい

ない〔（＊　対象不明）

●　犯罪対策、ヨ封土会排除、mmP）′1こlurldL、1日1日対応など：日本における腑り下げがない

ギ一、′ンフル依存症と犯罪の関係〔／）分析がない．「

●　占一いテ一一タの†乳用が多い。（lu7隼横浜産業関連表に鵜づいた経済効果算rH（p∴10）など）

3．調査報告書自体の欠点、欠陥

●〔折目…を健全に運営してゆくた．リ）の膨大な社会的川jについて支ったく触れていない。そもそもその視点がな

し＼

●　そ車）そもなぜIRにCasinoが必然なレ）かの合理的説桝がない。

十なぜCZISi11n′が“質の糾し、拙LPrtと】111日1し－111”な〝）か

●（・mtlln．訪問客数見込み（国内舗7ケ′し海外lノ12ノノ人）け極めて窓意的で非槻美的である。

●　高ギャンブ′し依存症国日本において、単純に他日の対策〃）参照、華人だけではまったくイ二十分であることは明

白であるが、それに一〕いてぴ）言放が／言い「

●　仕様書では構浜「帥肘げ潤慄事項と対策を求めているが、欠落している．

4．IR（Casino）導入反対継続、拡大へ

●〔く巨，lrmや人を同家の成長戦ノJにする．i■1りとそれに追随する愚

＋C鉦S＝1∩〃）本質はあくまで賦柚であり、本来は社会で禁ずる／＼こき営み

●　文化芸術都IFrを標榛するのであれば、も／〕ヒ異なる創造作を追求すべLJ

●　そもそも法案末‡掛目、審議セロ〃）段階で導入ノ＼r・‘りけた克子J－的動きはイ二、【1である√）

lい＼蛙偲としノて：こんな緯度の業務委託成果物に57（）力日も〃）人余をつぎ込むとけい′川こももったいない

ごり
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第22回全国市民オンブズマン兵庫大会ギャンブル・カジノ分科会　　　　　2015年9月6日 

横浜市「lR等新たな戦略的都市づくり検討調査」報告書 

（2015年4月未公開）批判 　かながわ市民オンブズマン 

岸信孝 

1 

「IR等新たな戦略的都市づくり検討調査」報告書批判 

目的： 
1，報告書の中身を理解し、その問題点を整理する。 
2．横浜市のカジノ誘致阻止に向けて： 

①会の中での中身の共有 
②運動の拡大・強化のための検討 
③②の実践（他組織との連携も含む） 

プロセス： 
L報告暮批判の担当（複数）決め　　　　　　　　　　　　＜6月＞ 

2．月例会における担当からの概説と共有化　　　　　　　　＜7月＞ 
3．広報誌（7／15付け）に2．の結果を掲載 
4．第22回　全国市民オンブズマン兵庫大会での該当分科会　＜9月＞ 

に参加●分科会の成果の反映 
5．市民へのはたらきかけを中心とする反対運動の実践 

資源： 
1．横浜市「lR（統合型リゾート）等新たな戦略的都市づくり検討調査」報告書 
2．本ドキュメント 

3．その他参考資料 　　　　　　　　　　　2 
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報告書の作成過程と横浜市の動き 

1＿捏豊豊里作成 

ン　tR検討調査に1．000万円を計上（2014年度予算） 

ン　tR等新たな戦略的都市づくり検討調査票務委託の入札・関札　　　　　2014年5月 

◆　入札参加　4社 

◆　57n万円提示の（株）日本経済研究所が落札 

◆　業務履行期間：契約日～2014年12月22日 

ン　横浜市の報告書公開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2015年4月 

2＿換装奉呈聖地動向 

ン　「山下埠頭開発基本計画検討委員会」 

◆　設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2日4年6月 

◆　第4回委員会（2nlS／7／2）において答申案を了承◆市長へ提出　　　2015年7月 

ン　倉庫業者との間で立退き（借地権買取り）交渉開始　　　　　　　　　2014年7月 

ン　横浜市都心臨海部再生マスタープラン審議会が市に答申提出　　　　　2015年2月 

ン　林文子市長カジノなどlR導入の意義を強調（於：市会予算特別委員会）2015年3月 

ン　2015年度予算：IR検討説重に前年と同転のl，000万円を計上 

3 

報告書概要 

1．幽蛙数量 
ま⊇旦眉＿坦 

「．面古岳海部の再生・強化　　　　　　　国際的な慣行・ヽ11rlh都市の拡充： 
′＿一つし 

凸些現貞　　　仁ニノ／′　　1鵬、ら得られる効果 

圭…要薫致市インフラD　息 

2．経塞塾星 

ン　1R売上・観光消費の経済効果（毎年）＝約1，ln（l億円（直接＝2，5日億円、波及＝l，粥億円） 

就業者増：約」万1千人 

税収：約61億円 

ン　直接効果の内訳 

●　直接効果2561億円＝横浜川内カジノ売上（一般客＋VlP）851億円　＋ 

国内客・海外客純増分の消費（観光消費）l，710億円 

●　横浜－R内カジノ訪問客数＝709万人二国内567万人十海外142万人　　　　　　　　4 

■

；

】



報告書批判（絹の月例会における検討資料からの抜粋） 

●検討調査を委託された（株）日本経済研究所が市に提出した生の報告書そのものである。 

●報告書を受けての横浜市としての見解や方向性は打ち出されていない。 

●　報告書自体はIR導入を直接的に推奨するものになっていないが、経済波及、税収軋雇用創出などの効果を 

強調する中で、導入が必然であることを間接的に訴えている。公開後のIRの政治・経済情報の匹rtalsiteに 

おけるニュースでは、経済効果を中心に充実した報告書であるとの評価が多いが、その数字はあくまで飽捻に 

過ぎない。 

2．調査プロセスや手法の欠離し不値 

●情報収集や整理もほとんどが既存資料、文献からの抜粋や引用に依っている。仕様暮（委託に当たっての）上 

ではヒアリングも手段として挙げられているが、ごく限定的な有識者←ヒアリング（p．33）以外は採られていない。 

（＊対象不明） 

●犯罪対策、裏社会排除、mOneylaund即ing対応など＝日本における掘り下げがない。 

ギャンブル依存症と犯罪の関係の分析がない。 

●古いデータの使用が多い。（H17年横浜産業関連表に基づいた経済効果算出（p．40）など） 

3．ヨ香報告書日比の欠点＿欠陥 

●Casinoを健全に運営してゆくための膨大な社会的套用についてまったく触れていない。そもそもその視点がない。 

●そもそもなぜIRにCasinOが必然なのかの合理的説明がない。 

＋なぜCasinoが“寅の高いentertainmenでなのか 

●Casino訪問客数見込み（国内567万人、海外142万人）は極めて恋意的で非現実的である。 

●高ギャンブル依存症国日本において、単蓋刺＝他国の対策の参照、導入だけではまったく不十分であることは明白 

であるが、それについての言及がない。 

●仕様書では梯嘉市国有の懸案事項と対策を求めているが、欠落している。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 

今後の活動に向けて 

環境 

ン　「カジノ法案」今国会も見送り 

ン　山下埠顕の再開発　こ：第1期工事予定地の大手倉庫会社が立退き決定 

ン　横浜市の積極姿勢（菅＆林連携、プロジェクトチーム発足、など） 

ン　京浜急行（株）が事業者として名乗り（2014年S月に新規事業プロジェクトチーム立上げ） 

視点 

ン　カジノ誘致反対の理論の強化 

◆　ギャンブル依存症、犯罪、mI川eylaun加ring等の問題はもとより 

◆　特に「経済効果」の欺瞞性について 

ン　持続的で効果的な市民へのはたらきかけ 

ン　さまざまな活動団体との連携と共同 

ン横浜市へのはたらきかけ 　　　　6 

「三二］
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「教育委員会の採決方法に関する調査」報告

代表幹事佐藤　満　喜　子

＜2回目の全国調査を実施＞

当オンブズマンでは、横浜市教育委員会が、従来は挙手採決で行ってきた教科書

採択の採決を無記名投票に変更したことをきっかけに、教育委員会会議の採決方法

についてアンケート調査を行っている＿無記名投票は、各教育委員ごとの判断を永久

に間に葬る採決方法であり、情報公開制度を骨抜きにする採決方法だからである。

2012年6月には、調査対象を県内から全都道府県・政令市の全教育委員会に拡大し

て全国調査を実施した。

二の第1回全同調査から3年が経ら、この間に無記名投票実施が集中した教科書

採択が全国一斉に行われた■経年変化を調査するため、2015年川月、第2回の全国

調査を行った。

＜無記名投票採決実施が増加＞

調査の結果、2014年度・2015年度に無記名投票採決を実施したのは、全97教育

委員会のうち14教育委員会で、前回よりも8教育委員会増加していた。

内訳は、6都道府県（栃木県・東京都・香川県・宮城県・山口県・新潟県）、5政令

市（千葉市・横浜市・静岡市・名古屋市・熊本市）、県内4市町村（横浜市・座間市・山

北町・清川村）の教育委員会である（太字は今回初めて実施、横浜市は重複）。

実施された案件は、今回も教科書採択が11件で集中しており、残り3件は教育委員

長選挙（新潟県・111北町・清川村）であ′」た。ただし教育委員長選挙は、教育委員会

制度の変更により、今後は行われない

実施理由については、「不当な圧力を防ぐ」「自由な投票を確保」など前回と同様で、

今回も必然性は見出せなかった。教育委員が、不当な圧力に同せず、良識を持って

判断するのは、公人として当たり前であり、委員はその覚悟を持って就任しているはず

である。市民に対する説明責任があるにも関わらず、市民の知る権利を犠牲にするの

は筋違いであろう。（→　恒料3－1l無記名実施教委一覧）

［三二1



＜会議公開の調査を追加＞

今回の調査では、無記名投票実施が集中した教科書採択の採決について、会議

公開したかどうかの質問を追加した。挙手採決であったとしても傍聴ができなければ、

市民に開かれた運営とはいえないからである－

その結果、2015年度〝）場合、14都道府県・4県内市町村の教育委員会が非公開

としており、政令市ではrトべての教育委員会が会議公開していた。

今回の調査で、採択案件を非公開審議しているのは都道府県教委に多いことが判

明した。特に宮城県・山口県・香川県は、非公開会議のうえ無記名投票で採決という

二重のブラックボックスになっている。都道府県教育委員会は、国は、教科書採択に

／Jいて、会議公開など情報公開に積極的に努め、説明責任を果たすよう通知してい

る。二の通知を市町村教委に伝え、指導する都道府県教委が透明性確保に消極的で

は話にならない。大半の教委で公開が実現していることなので、公開審議とすべきで

ある．

＜要望書送付と会議録調査＞

これら無記名投票実施および採択審議非公開の教育委員会には、「調査報告書」

とともに改善を求める「要望書」も送付した。（→　恒料3－2弓　要望書）

教育委員会会議の審議・採決は、会議録に記録・保存されるが、役職名のみや要

点筆記もあり、内容把握が十分にできない場合もある（→l資料3－3l2016．

3．3　東京新聞記事）、1今後は、会議録の形式調査も必要であろう∴次年度に、神奈

川県内調査の実施を提起したい

巨l
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恒料3－2i

教育委員会　教育長　様
教育委員様

教育委員会会議の無記名投票採決についての要望書

2016年3月1日

かながわ市民オンブズマン

代表幹事　大川隆司　保坂令了▲　佐藤満喜了▲

綾部祥一一郎　石崎明人

231－0007横浜市中区弁天通2－21アトム関内ビル

大川隆司法律事務所内

E・mall；kana－Ombuds＠nifty．Com

FAX O45（664）7822

当オンブズマンでは、2015年10月に、都道府県及び政令市と、神奈川県内の全教育

委員会を対象とした「教育委員会の採決方法（無記名投票）に関する調査（第2回）」を行
いました。貧教育委員会からもご回答をいただきました「ご協力ありがとうござい吏した。

その結果、調査対象であった2014年度及び2015年度10ノ1末日までの期間について、

無記名投票による採決を行っていたのは都道府県では6教育委員会、政令市では5教育委

員会、神奈川県内では4教育委員会（政令市との重複1）あり、その案件は、12教育委員

会が教科書採択、3教育委員会が委員長選出でした。

無記名投票は、各教育委員の賛否が不明なだけでなく、記録を取らないために情報公
開そのものが成立しません。審議の最終過程を永久に闇に葬り、万一不公正な判断が行

われてもそれを検証することさえできない不明朗な採決方法です。調査では、実施理由

も問いましたが、合理的な必要性は兄いだせませんでした。

より自由な評決が可能になる、外部からの不当な圧力を避ける、静誰な環境を維持す

るなどは、情報公開制度の開始直後の非公開理由に見られた内容であり、このような理

由は、制度の進展のなかですでに克服されてきたはずです。

また、今回初めて質問した教科書採択の採決時の会議公開については、ほとんどの教

育委員会が傍聴者を入れる公開案件としていたものの、14都道府県教育委員会・2政

令指定都市・神奈川県内4町教育委員会が非公開案件としていました＝

っきましては、「開かれた行政」を推進するため、以下の項目を要望します。

要望項目
1教育委員会議の採決は、非公開とすべき具体的な必要性がある場合を除き、傍聴者、

市民に公開し、各教育委員がどのような判断をしたのかが明らかになるようにしてく

ださい。

2　無記名投票は、各教育委員の判断の記録すら作成しないという極めて無責任な採決方

法であるため、実施しないでください。

要望理由

（1）各教育委員の意思表示が非公開となること

甜



無記名投票方式をとると、投票が傍聴者の面前で行われたとしても、また、投票結果が

公表されたとしても、教育委員各人の意思表示については公開されないこととなり、各委

員の意思がどのようなものであったかの事実確認さえ不可能となりますこ　したがって無記

名投票は、情報公開・会議公開の趣旨を全く無にする採決方法です。
教育委員が公職である以上、重要な職務である会議の採決における意思表示を明らかに

するのは、委員として当然の責務です。無記名投票は、それぞれの教育委員の責任を不明

確にし、事実を闇に葬る極めて無責任な行為です。
2015年末から、教科書発行会社による検定中の教科案び澗覧や謝礼が問題になっていま

「仁13社が教員・校長ら5159人に検定中の教科書を見せ、そのうち40〔）6人に謝

礼などを渡していた（2°16年2月11日現在）と報道されましたr⊃中には教育長や教育委

員も含まれており、採択への影響は調査中とのことです「このような場合、無記名投票を

していた卯では、事後の検証だけでなく、採択結果に影響していなかったとしても教育長・

委員の身の潔白を立証することはできません（。

（2）無記名投票実施の理由′うミ不明確であること
「地方教育行政瑚組織および運営に関する法律（以下「地教行法」）」は、「教育委員会の

会議は、公開する」とし、公開を原則とすることを定め、非公開にできるのは「人事に関

する事件その他の事件」としています。

調査で無寵名投票が行われた案件は、教科書採択の採決および教育委員長の選任でした。

特に教科書採択の手続きについては、毎年、国〔再旨導により、公正であることや開かれ

た採択を行うよう通知されており、調査したほとんどの教育委員会では公開で審議・採決

をおこなっています一

公開が原則となっている教育委員会会議のなかで無記名投票、つまり非公開部分を生じ

させる以上了承した教育長・委員には実施の理由を市民に示すという説明責任が生じま

すが、調査で説明された実施理由は、いずれも必然性を説明しうるものではありませんで

した。無記名投票実施は、例外措置としての非公開の乱用であり、法規に反する不適正な

行為といわざるをえ主せん、「

（3）会議〝）非公開は、具体的な必要性がある場合に限ること

教育委員会会議は公開が原則であり、非公開は人事、個人情報の保護、試験問題や入札

価格など具体的・必然的な理由のある場合に限定するべきです〔－今回調査した教科書採択
の審議・採決は非公開が妥当とはいえず、同じ事務を行うほとんどの教育委員会が公開し

ており、国も透明性の確保に留意するよう求めています、

以L
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庫料3－3l　2016年3月3日付け東京新聞

郎欄上髭16年（平成28箆）3月3日（木曜日）い八

教科書採択

20

首都圏の都県、政令市教垂の教科書採択方法

≡確言套疫棄惇重訂‾
嘩手のみ・神奈川県、さいた肯棄県、神奈川

毎非粛選竺篭撃一㌦」班些車上＿腰嘩車型
拝領鱒

感褒嚢椚篠東京靂痘「1‾軽率「東夷泰こ
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よ
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同
オ
ン
ブ
ズ
マ
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全
く
透

明
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進
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で
い
な
い
。
各
委

員
は
自
ら
の
決
定
に
名
前
を
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し
て
責
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負
う
べ
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だ
」
と
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い
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調
査
は
〇
九
年
に
横
浜
市
教

委
が
採
択
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挙
手
か
ら
無
記
名

投
票
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変
え
た
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養
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め
、
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臼
。
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は
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小
学

校
の
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一
四
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と
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中
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校
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一
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果
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と
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小
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2016年度活動方針

∴ヽ1．∴、∵＼∴、∴∴∵」■十㌦＿一．，．、、．，」．－∴t■「㌧∴∵－＿∵十

1　県および横浜市議会を多角的にチェックしよう！

・議会の活性化を目指し、議決に対する議員の責任を追及する

・政務活動費の透明度アップを求める

2　税金の無駄遣いを許さない！

○横浜市の新市庁舎整備の無駄遣いを追及する住民訴訟に引き続き取り組む

○地域の特性を活かした再生可能エネルギーに関する調査研究を行う

○横浜市へのカジノ賭博場誘致をストップさせる

○リニア新幹線建設が沿線地域等に与える悪影響を多角的にチェックし、税金の

投入を許さない

○特定の個人を識別するための番号（マイナンバー）制度の費用対効果を検証する

3　県および県内自治体の行政運営の透明度、情報公開度のアップを！

○教育委員会の審議や採決の透明化をはかる取り組みを継続する

○情報公開請求の活用につき情報発信する

・情報公開を後退させる秘密保護法の廃案を求めるとともに運用を監視する

4　活動基盤の充実と県内各地域の市民オンブズマンとの連携

・会員の拡大と会員の活動への参加を図る

・積極的な広報活動を行うとともに、オンブズ活動〃）経験やノウハウを、行政への働

きかけを行う市民や団体に提供し、交流を広げる

・県内各地域の市民オンブズマンと共通の課題に取組んで連携を深める

・全国市民オンブズマン連絡会議との連携に努める

人事案

1　代表幹事　　大川隆司、佐藤満喜子、保坂令千、綾部祥一郎、石崎明人

2　事務局長　　小沢弘子

3　会　計　　　細野ひで子

4　会計監査　　平川篤子

5　顧　問　　　木村和夫　　　　　　（以上、全員留任）

亡」



2016年度　収支予算書（案）

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝円） 

科　目 ����7溢����今年度予算 �4X��wb�

申年医繹越全 店�3��H�C�コ�3，022，915 �8�3���苓�����kﾂ�

会員 �#SH�CsS��300，000 

寄付金等 �3H�3����p ��

収入利阜 田#B�0 

雑収入 塗�3CcR�0 ��

収入合計 店�C3���C�#B�3．322，915 ��

支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝円） 

科　目 ����7溢����今年度予算 �4X��wb�

＜運営費＞和 

会場廷＿＿　＿＿＿　＿＿＿ �#��3#C��30．000 佇驃����.ﾈ�|ｨﾛ�kI(ｹhH､ﾈ卻������������Y�8ﾙ��9j�4�987X5�7ﾘ99��ﾈｸ檍ｶ8�iD陞��3#��C���冷��Y^�x､�HｬHﾛ�,ﾉ,ｩ�ﾙ^ｸ�h�8ﾟﾉV��WC#��C���冷�8ﾘ6(4ｨ�ｸ諍w�{����Xﾙ韶��I{�9��

通信費 ���5．090 

事務用品（消耗品：・責 �����5．q旦0 

会費 �#��3����40．000 

電話代、ネット接続料 鼎��3Cs"�45．000 

雑責 ���3イ��2．000 

運営費小計 塔H�3Sc��127，000 ��

＜運動費＞・二三） 

企画費 都度�Cs���800．000 ��8ﾙ��X檍����^(�C���C���苓��#��3�����#��kﾈ�ｨ���ﾊH�8684��ｲ�

埴更変通翼 �3��3sCb�50，000 儘ﾉ_�顋Jﾘﾗ8ﾞﾈｼh��o�醜檍����

郵送雫 ��ド�C3c��200．000 儘ﾉ_�顋u��yN��

担刷慣 涛x�3c�b�100，000 儘ﾉ_�顏�X���檠9�,ﾈ��{�8ﾟﾈ��5(7��ｹw�H��8��YY9ｸ�8ﾟﾉ�2�

広報誌紙代・印刷機プリペ �3(�C����35，000 

イトカート 劍�饑�ﾏh､ｨ�ﾅ"�

公文書責 ���3�#��50，000 

室料革み旦＿　＿＿＿ �%S����������50，000 

講師謝礼など �90，000 

運動費小計 ���S��3c�"�1，375．000 ��

＜横浜市庁舎住民訴訟対策董＞・：3＿） 

弁護士費用 都#��3����720．000 兢佩ﾈ贓N�����3���苓�霾����(4ｨﾈ��繦kﾂ�

裁判費用 �3#8�3�3r�100．000 ��

小計 ���3�C8�3�3r�820．000 ��

①＋（き＋・③合計 �(�3#ベ�3����2．322，000 ��

予備費（繰越金） �8�3�#(�3��R�1，000，915 ��

支出合計 店�C3���C�#B�3．322．915 ��

「㌻1



2016年度月例会　日程（予定）

原則第3水曜日の開催です。

学習会や交流集会を適宜折り込みます（会場等が変更になる場合がありますので、

広報誌やホームペ＼一ジでご確認をお願いします）。

目　時 ��

5月18日（水） 18時～20時 �*�,�*ｨ.ﾘﾊyj��:��

6月15日（水） 18時～20時 �*�,�*ｨ.ﾘﾊyj��:��

7月2∩日（水） 1那寺～20時 �*�,�*ｨ.ﾘﾊyj��:��

19月21日（水） 18時～20時 �*�,�*ｨ.ﾘﾊyj��:��

10月19日（水） 18時～20時 �*�,�*ｨ.ﾘﾊyj��:��

11月16日（水） 18時～20時 ���ｩj).��

12月21日（水） 1那寺～20時 ���ｩj).��

1月18日（水） 18時～20時 ���ｩj).��

2月15日（水） �����檍�ｩj).��

18時～20時 ��

3月15日（水） 18時～20時 ���ｩj).��

サポートセンター705弓一室（24名）

サボ一斗センター603号室（1R名）

サポートセンター703号室（18名）

サポートセンター7∩9号室（24名）

サポートセンター7（〕9号三（24名）

☆全国市民オンブズマン連絡会議

第23回全国大会（香川大会）は

2016年9月24日～25日に高松市の「サンボゝ一トホール高松」

で閲催予定ですし、

☆全国大会に引き続いて（25日～26日）の視察ツアーも実施予定です。

正二］



かわさき市民オンブズマン　2015年度活動報告

今期は、これまで継続して取組んできた水道1次訴訟とガントリークレーン訴

訟が終わり、引続き水道2次訴訟に取組むとともに、土地開発公社の塩漬け土地
問題、入札状況の調査、第三セクターへの天下り問題、マイナンバー違憲訴訟な

ど、新たな取組みを開始しつつある。

第1　水道問題
1　1次訴訟

2011年1月26「吊こ提訴した高額料金支出差止・返還請求訴訟（1次

訴訟）の判決が、2015年8月26日に横浜地裁で言渡された。神奈川県

内広域水道企業団に支払った高額過ぎる用水料金の返還を求めた住民訴訟に
ついて、原告の請求を棄却するものであった。

企業団は、基本料金と称して川崎市に対し、実際には供給を受けることの

ない大量の用水に相当する費用負担を課している。その実質は、宮ケ瀬ダム

建設費の負担の割当てである。この結果、川崎市は割高な用水料金を押し付

けられる結果となり、川崎市が他の構成団体（神奈川県、横浜市、横須賀市）
に比べて過剰に支払ってきた受水料金の総額は、通算1540億円に及ぶ。

判決は、「過去に川崎市の受水単価が他の構成団体と比較して相当程度高く
なっていた時期があった」ことは認めながら、川崎市が企業団受水を増やし

たことによって現在は料金格差が軽減されており、川崎市にとって「極端に

負担が重くなっているわけではない」から、企業団の料金制度は不合理なも
のとは言えないとした。

また、企業団の料金制度を正当化する理由として、「国民が等しく、均衡の

とれた負担で、同質のサービスを受けられる状態を確保するという見地か

ら・・・広域水道の理念は、合理性がある」とした。しかし、ナショナル・

ミニマムの保障は国家が責任をもって行なうべきものであり、宮ケ瀬ダムと

いう巨大な公共事業の尻拭いを正当化するための理屈として使用させてはな

らない。

2　2016年度協定　基本料金7％滅

判決こそ請求棄却されたものの、実質的には、私たちの問題提起が取り入

れられ、2n16年度から、川崎市の基本料金を1トン当たり3．7円下げ

（40．5円→36．8円）、使用料金を1．5円上げることにより（12．

5円→14円）、年間5億円の負担が軽減されることになった。

3　2次訴訟　契約締結差止訴訟

2n14年11月27口、150名の川崎市民とと牽）に、企業団との基本協

定及び東京都との臨時分水に関する協定の締結差止請求訴訟を捏起した。こ

れは、市民1141名により住民監査請求が意見陳述の機会すらなく棄却さ

れたことを受けたものである。
これまでに7回のU頭弁論が開かれ、川崎市が自己水源だけで十分に水道事

業を遂行でき、高額の企業団受水は不要であることを主張立証してきた。し

上告」】



かし、残念なことに2016年3月末に協定が更新されてしまった。そこで、

今後は請求を差止めから損害賠償に切り替えて、水道行政の是正を求めてい
くことになる。

今後、老朽化した水道管路の更新が全国的な問題となることは明らかである

私たちは市民とともに、水道局が宮ケ瀬ダムの尻拭いに費用をかけるよりも、

管路更新や耐震化、災害対策に注力すべきであることを訴えていく所存であ
る。

第2　ガントリークレーーン　控訴審判決

2015年9月16日、東京高等裁判所は、仙崎港コンテナターミナルの3

某日のガントリークレし一ンが不要であり、支出した約9億円の損害を賠償すべ

きであるとの私たちの請求を退けた。

理由は、住）既存の2基のクレーンが老朽化し、故障が増えてきたことから、

常時2基稼働するためには3某日が必要、②川崎港のコンテナ取扱高も増えて

きており、一時的でもコンテナターミナルの都合によって貨物の積み卜ろしが

滞ることは円滑な物流が妨げられるという重大な問題であり、将来の増加をも

見越して先行投資として設備を増強することも十分納得できる、というもので

あった＝

しかし、故障といって車）年数回のことで、極端に多いものではなく、コンテ

ナ取扱高の増加にしても、既存の2基のクレーンでもまだまだ余裕がある程度

でしかなく、将来の需要増加についても、明らかな根拠があるわけではない。

実際、3基目のクレーンが、1、2号機の代わりに使用された刷ま、16か

月でわずか14時間30分にすぎない。9億円もの税金を投入して建設したク
レーンが、1か月あたり1時間も使われていないのである。

判決に対しては上告しノなかったが、私たちは、川崎港に対する設備投資を監

視し続けている一

第3　その他の活動
1　土地開発公社　情報公開請求

土地開発公社が先行取得したよ：王、長期にわたって市に売却せず、保有し

続けている土地を「塩漸ナ土地」と呼び、従前から、各地のオンブズマンが

問題解決を求めてきた。川崎市においても、かわさき市民オンブズマンなど
の追及により、　一定の改善が図られた。

この度、それらの改善状況を検証し、未解決の問題を洗い直すため、改め

て情報公開請求を行なったところ、多摩区生田緑地の中にも複数存在してい
たことがわかった

調査の結果、これらは「縁地用地」として先行取得されていたことが判明
し、会員が取組んでいる緑地指定を継続し、自然を保全する運動に利用され

ることとなったJ

2　入札状況の調査

談合が行われている可能性を探るため、平成23年かL三）同27年までの期

間における土木及び建築の分野で、かつ、落札価格が5000ノノ円を超えて

」‖



いる公共⊥事を対象として、落札率の調査を行なった）対象は、215件で

ある。

その結果、談合の疑い′村極めて強いとされる落札率95％以上のものが7

3件（34％）、このうち27件は99％を超え、最も高いものは99．97％

（建築）、次いで99．96％（土木）、99．92％（建築）と続くノ

また、談合の疑いがあるとされる落札率90％以上95％未満のものは、

59作であった　落札率90％以上の公共工事の数は、合計132件となり、

調査対象としたT事の61％を占めた。

全体的な傾向として、土木分野よりも建築分野の方が落札率が高く、約7

㌢％の工事が、落札率90％を超えていた。

その後、常に落札率が高い企業の摘出と分析を行なった（，この結果、入札

参加者の顔ぶれが同じ、5年間の落札件数が横並びなど、不審な点が浮かび

上が／〕てきた、〕引続き、調香・分析を重ね、談合の可能性を探っていく。

3　第三セクターへの天下り

市議会での質問を契機に、市職員の第三セクターへの天下り問題について

再検討した。
2014年3目、「川崎市を退職した職員の主要山資法人等への再就職等に

関する指針1が改正され、在職期間の限度を原則として65歳までとした。

しかし、二月いこ反しているものが、2014年4月には主要23法人中3法

人3名だったものが、2015年7月には9法人10名に悪化した。

市職員の再就職が必要な職種であるかどうか、また再就職した職員の出勤

状況と報酬を情報公開請求するなどして、調査及び検討を継続している。

4　マイナンバー違憲訴訟

2015年10月から、「行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（マイナンバー法）」に定める12桁の個人番号（マ

イナンバー→）の通知が開始され、2016年1月から、マイナンバーの利用

が開始された。

2016年3月24日、全国最多の原告201名が、マイナンバー法は憲

法13条が保障するプライバシーの権利を侵害する幸）のだとして、同法によ

る個人番号の収集、保存、利用、提供を禁止し、個人番号を削除することを

求める訴訟を、横浜地裁に掟起した。すでに提訴されていた仙台、新潟、東

京、金沢、大阪地裁に続き、名古屋、福岡地裁とともに集団提訴したもので

ある。かわさき市民オンブズマンからも、会員が原告≠）しくは弁護団として

参加している。

5　全国大会

2015年9f］5日～6日、神戸で行なわれた全国入会には、川口、町井、

巽、岩坂の4名が参加した

l Lミ（）
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＊うに＊・2015年度　NPO法人葉山町民オンブズマン　活動報告　米＊＊

事務局長　佐藤　文彦

2015年度葉山町民オンブズマンは、『地方公共団体等に係る不正、不当な行為を監視、

是正し、もって健全な住民自治に寄与すること』という定款第3条を基本に活動した。

行政の施策の検証を行い、議会・委員会の傍聴に上り議員の行動や発言を監視し、適時

陳情等で是正を促した。議員の政務活動費・政治資金収支報告書などの定点観測を継続。

行政課題について、新聞折込みの『葉山町民オンブズマンだより』や、会員やサポーター向

け機関紙『葉山町民オンブズマン会報』を通じて、葉山町の問題点を地域住民に解りやすく

報告した。オンブズサイト（http：／，／httyamaombuds341．blog46．fc2．com／）で情報開示も継続〉

【活動の状況】

◇定例会の開催
・月例集会は12回開催。出席者は10名前後こ例会議事録は、メ一一ルで全会員に発信

・行政の動きや問題点、違法・不法・不作為等を監視し、議会・委員会を傍聴した。

・財政、人件費、公共下水道、ゴミ等の諸問題に／ついで情報交換と勉強会を行った。

◇機関紙の発行
・「定期会報」を1回発行し、会員・オンブズ支援者・町会議員（全員）に配布した。

・「オンブズマンだより」を発行（′15年11月）。新町長1期日の業績を分析と、隣接する

逗子市との住民サービス比較を、新聞折込みで町内全域に（12，nnO部）配布した。

◇組織人員について
・2016年3月末現在、正会員：19名　賛助会員・13名　サポーター：8名。

・高齢化による会員の減少が進むことへの対処の　つとして、町広報紙『広報はやま』に、

オンブズの活動の紹介と新会員を募集中の広告を掲載するなどを試みた。

【主な活動の概略】

◇情報公開の不服申立ての審査期間短縮を求める陳情（′14年12月－′15年4月）

議会は不採択としたが（′15年4月）、町は「審査期間は3∩日以内を目標」と改定した。

◇議員報酬検討結果の実施を求める陳情（′15年6月）

議会は「議員報酬のあり方」を検討し、現行40万円に対し38万1，870円が妥当との結論を得

たが、議会はこれを実施に移さず陳情提出するも（′15年7月）継続審査で先送りしたので、再

捏出の為に陳情の取り消しをした（′16年3月）。

◇真偽不明な記事で町長・議員を中傷、政治倫理違反調査請求（′15年10月）

黒卜副代表提出の調査請求で、2議員に政治倫理条例違反の指摘（′16年1月）、”政

治倫理確保の為の措置”として謝罪文が2議員の広報誌に掲載された（′16年3月）。

◇隣の逗子市との住民サービス比較

交通・医療・商圏等で、ほぼ同　一生活圏である逗子市と叫主民サービスの比較を行い、高額な

議員報酬・職員給与と、葉山町の住民が受けているサービスが見合っているのかを検証中。

◇議会選出監査委員の守秘義務違反注意の要望書（′15年11月）

議会選山の監査委員が、監査委員でしか知り得ない情報を議会で口述したことに対する守秘

義務違反注意の要望書を提出．。机上配布に終わったが議員に対する警告にはなった

以上
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さがみはら市民オンブズマン

務所　〒252－0246　相模原市中央区水郷田名3－20－2

AX専用　042－763－3202　　携帯電話　090－3086－2082

表代行・事務局長　天童靖典　会計　高田真理　会計監査　小美野耽尋

例会　毎月第3火曜日16時～18時相模原市民活動センター（けやき会館3階）
rmail onbuzlO＠air．ocn．ne．jp

2015年度活動報告（2015年4月1日～2016年3月31日）

活動方針
1．5月情報開示の行政費の検証

①　市の財政検証

②　外郭団体財政調査（指定管理料の調査）
2．2014年度政務活動費の支出状況調査（情報公開）

①行政視察旅行・議員研修会の効果確認
②人件費・事務所費・事務費と政務活動費との関係

3．全国市民オンブズマンとの連携

①9月6日～7日　兵庫大会への参加（1名参加）

②全国市民オンブズマン情報を「市民の臼」に掲載
4．会員募集と広報活動（会報発行）

活・動内容
2015年4月19日

4月30日

5月12日

5月19日

6月16日

7月15日

7月2011

7月23日

8月18日

9月15日

10月20日

11月02日

11月17日

12月15日

2016年1月19日

2月16日

3月15日

2015年度年次総会（役員全員留任）

市民オンブズマン通信発送（総会議事録等）

新市会議員に　r市民の目」53・54号郵送する

月例会（市財政検証・外郭団体財政検証・視察旅行・新聞購読料）
月例会〈55号訂正個所・アンケート内容確認・新聞自宅配布是非〉

情報公開課　　5会派の政務活動費情報開′lミ

月例会（月例会日程変更・第二日曜日　10時～12時）

情報公開課　政務活動費情報開示請求

月例会（56号内容検討）

政務活動費調査（全国大会資料参考にする）

新会員　金井氏承認・委託料調査で民主市民クラブ面談報告）

中野事務所にて下水道徴収漏れ対策会議
57弓一掲載内容確認

57号配布情報確認・会員数確認・来年から開催時間変更

会計報告と会員数報告確認・58号原稿分担・総会Hを4／24に決定
政務活動費再調査（相模経済・タウンニュース宣伝費）
政務活動費再調査・次期役員全員留任

2015年度　総括

2015年度は、3名の方が「市民の目」を見て入会してきました。また、オンブズマン

活動に共感して6名の方から寄付金で応援を貰うまでに認知され、「市民の目」が発行する
ことができました。広報誌の「巾民のR」発行が4回になりましたが、高齢者と持病で月

例会出席する会員が目減りして、オンブズマン活動の先行きが不透明になりつつで心配で
す。月例会欠席会員と賛助会員より「市民のR」の発行と3ケ月毎の月例会議事録送付さ
れることが好評なことが原因で、発行する努力をさせて綴っているのが実情です。

今年に入り広報誌等の校正担当者が、原因不明の病気で欠席者が1名増えました。

来年度は、無理をせずに、出来ることからオンブズマンとしての活動をしていきたいと思
っています。

tl一丈【∃



オンブズマン大磯代表：添田正直連絡先：大磯町生沢491電話番号：0463－72－5329

1損害賠償請求事件

（町長のした特定の団地浄化槽への維持管理費補助金は違法であって、町長はその損害

を賠償せよ。）

判決：町長の裁量の範囲であって適法である、）→事実の懇意的誤認があり控訴する。

控訴理由：浄化槽法に反する違法な維持管理をする団体に補助金を交付することは、

違法を増長することになり違法である。→2月1日日判決日

2　損害賠償請求事件

（町長らのした田地2か所に対する浄化槽及びその底地に対する固定資産税の減免は違

法であって、町長らはその損害を賠償せよ。）

陳述にて裁判所から被告に対し、その合理的理由について具体的かつ網羅的に説明せよ

と求釈明が与えられているL

3　損害賠償請求事件

（町長らのした決裁書の内容を改ざんした契約書の虚偽の数字によって被った損害を賠

償せよこ）

判決：監査請求は1年を徒過してなされ、怠る行為とするも実質的には同様であっ

て、適法な監査請求を前置しておらず不適法である。→控訴する。

控訴理由：欺間行為等の犯罪行為や故意の不法行為に対する損害賠償請求権は、本件

売買契約が違法であるからこそ発生するむのではなく、監査請求期限の制限は及ば

ない。

4　損害賠償請求事件

（：うの監査請求を監査委員は理由なく門前払い（却下）したので国賠法に基づき大磯町は

150万円を支払え。）

判決：理由がなく棄却する。→控訴押由書執筆中。

「（∴1
」一一
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露木順一先生（前開成町長・現日本大学教授他）の講演会大成功に終わる。

春一番で心配された出足を吹き飛ばすように、主催の松田商工振興会の職員が、他室か

ら不足の椅子を運び込むのに太わらわの盛況し　山席できなかった方々のため講演の概略を

ご紹介しノ去す。とは言え、あノ〕高質で豊富な内容をこび）紙面で再現することは無理なので、

講演で使われたハワーポイントを活用しながら一部を箇条書きで示しますので、雰囲気を味

わい、出席者と共に今後の松田発展に働こうではありませんか。

講　演　テ　い　マ

神奈川県西都における

松田町の未来戦略

へ開成町長の経験からへ

・振興会寅の言った「開成町が人口増加率日本1になった手品を教えて」は、有りません。

・島棟囲（会場では図示）を見ると松田は正に富士と丹沢の水が合流する足柄平野の北の玄

関口。さほど酒匂川の氾濫に脅かされず、歴史、地形、交通上、郡部に相応しい町だった。

・開成は江戸中期まで酒匂J肘）氾濫で流され、小さな島々に分断された。

・とくに1707年の宝永山び）大噴火で足柄平野は大被害を受け、一上・下104村の代表が

小田原藩に願い書を出すも、小田原評定でままならず、直接幕府に求めた。

・八代将軍吉宗が取り上げてくれ、勘定奉行の大間越前守に命じ、川崎の名車田中丘隅が派

遣され、文命提′うミ完成し、以後足柄平野は川の氾濫からほぼ守られた、

口中丘隅（1662～1729） 

川崎宿名主として渡船の活用により川崎宿財 

政を再建する．。1711年に隠居こ‥荻生狙疎に 

指示し儒学を修める。その後、西国を視察し、 

警世の書「民間省要」を著すり 

幕府に取り立てられ、ニケ栃用水の改修・口走 

事後、富士山噴火後の洪水に苦しノむ酒匂川の 

工事に当たる（－． 

「二言‾‾】

LT一一一j
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開成町の誕生（1955年2月1日） 

吉田島村と酒田村の合併により誕生 

人口4，633人　　面積6．55k摘 

町名の由来は、2村で運営していた 

1882年創設の小学校名 

中国儒教の古典「易経」の「聞物成 

務」物を開発し勤めをなすり 

・松田町より4（う年遅く町になった‖

・開成町は開成小学校から取ったが、開成の名は、

東京開成学校すなわち今の東大の前身である．⊃

不思議なことに1900年く明治42年）松田

惣額・庶子・神山で町になったか祝典もなく、

人口もよくわからないのである。その近くの

ロで推測するとほほ3．000－3．500尼

と推測される。

開成町の町づくりイノベーション（改革）
・自分がやった〃）でなく、父が町長の時、全町を都市計画区域に編入したり

・1965年、地域を横切りに、北部を「ふるさと」ゾーン中央部を「くらL」ゾーン

南部を「ときめき」ゾーン　に3分割し、あの「イケイケドントン」のバブル全盛期に

無謀な開発にストップをかけた。かなりの抵抗があったが、その町の未来への先見性

が有ったからこそ今の開成町がある。

・その父の土台があ／つて、私が具体化できたく「

・「一点突破」・・・私が町長になりやった町づくりイノベーションの1つは、高齢化が進み、

若者の流用を防ぐ意味で、「ふるさと」ゾ」一ンのあじさいの町づくりである）

・「逆転の発想」・ついで、平野しかない町で何が出来るかを職員と話し合い、たどり着

いたのが白転車である。当時凶はエコや体力づくりでR転車を奨励していた。コネ無し

で国に飛び込み、自転車の町として補助金を貰／〕ブこ‾t　誠意と情熱さえあれば、必ず若い

職員が乗ってくれるものだ。その時の回の職員は今開成町の副町長である。

・「温故知新」・・足元〝）歴史〝）再発見と古民家の再生で瀬戸屋敷を文化の拠点とした

・「財源確保」‥どんな町づくりにも財源が必要である〔父〔／川寺代に開発を制限された、

南部の「ときめき」ゾーンがある。そこへ富士フイルムノ）先進研究所を誘致した√、

営業により法人所得税がいっそ）はいるわけではないが、固定資産税は毎年はいる。

・「未来投資」・・・新設の小学校を建設一　二階建てで危険も少ない　子供が増えたから学校を

作るのではなく、学校を作れば子供吊増えるという発想し

トロ‾「
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松　田　町　の　イ　メ　r　ジ

①古い歴史とかっての郡部

（∋交通の利便性の良さ

伍）商業の町

④松田山と桜祭り

⑤寄の自然

・足柄平野全体図（鳥腋図）を見て、どう見て

≠）足柄平野の北の玄関口である

・小田急は通る。しかも急行が止まる〔．J Rも

駅もあるし、東名も近い。

開成駅にも急行が止まって欲しいが、乗降客

1日10，000人強1まつだの24，0

00人にかないっこない。こんな便利なところが寂れるなど考えられない。

・ところが、選挙で駅前に立ったとき、バスは通る・はタクシーも通るし、その間を縫って通

勤客や学生が歩くヒッチャカメッチャカな状臥　あれをどうするか。

・今の商店街では商業の町とは言えない。

・松ロには害という宝物がある．しかしあそこは危険だ「、地震や富士の爆発であの道は崩れ

てもおかしくなし、。孤立したら大変である、、いざというとき、秦野に逃げられる上う安

全な通路を確保しなければならない。幸い菖蒲付近に新東名のインター出来るという。

その点も考慮し早く取りかかるべきであろう。

どうする

松田町躍進の条件は

1）政治対立の解消

2）長期ビジョン〝）共有

3）住民珂窺力体制の確立

4）議会との共同作業

政　　争　　を　　超　　え　　て

増田宵山編『地方消滅』中公新書によれば

2040年松田町の人口は

6377人

松田町に対立している余裕はあるだろうか

←′　　　　　　　　　L一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二二－　　／「

一点突破

松田山…桜祭りに続く年間活用フラン

了一育て・教育・文化・環境と連携

逆転の発想

民間主導の駅近くの住宅開発

温故知新

寒田神社・延命寺・・・古い歴史の年中行事

・ゾ）再現

・平野興二は志し半ばで倒れたが

・山は手を入れなければ荒れ果てる。全山

公園化の意味が町民に理解されなかったし

・PFI（民間活力の導入）を考えたのも

県西では彼だけであった。バブルがはじ

けてダメだったが。

・さすがに建設省の高級官僚で全国を回り、

職をなげうって地元を再考しようとした

人だった1彼のビジ＝Jンを再考すべきだ二。

」‾‾

」．」l∵



－4－

新松田駅前広場

・官民プロジェクトチーム

・5年で構想キ案

・組合結成

・10年で完了

今後松円はどうすればよいかL

・プロジェクトチームには、開発専門家・地主・商店主

民間企業の専門家・消費者・駅利用者を入れる。

・松田町の基盤整備〃）中心となる〔

・組合施行の区画整備事業方式で

・災害時〝）孤立化防止ソ）基盤整備車業とセットで展開

・第2東名秦野・菖蒲インタ一一チェンジへのアクセス道路の整備

町の魅力アtY了を目指して 

最悪＝笠］ 

広域連携の強 

・酒匂川流域市町・神奈川県・ 

静岡県・国と・ハ連携強化 

l 

・富士山噴火隆砂・酒匂J吊共水 

・松田両土砂崩れ 

足柄地域のイメージ図 

小田原市＋南足柄市　　　　上郡各町 

二中核市 

［去］占　£芸≡市 

［1



ちがさき市民オンブズマン2015年度活動報告

2015年

・11月11H　ちがさき市民オンブズマン発足。

・l〔務所・茅ヶ崎市新栄町1－1山路ビル3Fハマヒルガオ

代表幹中　本l朴弘彦、中村　司

ホrムヘ一一ージ：http：／／chlgaSak10mbudsman・jimdo・COm／

2016年3ノ」末会員数9名

・会登別吊二会則が行った、要綱で設置された咽遺134号氾線の活性化に関する有識者

会議」が地方［‘］治法138条の4第3項違反をIJHう住民監査請求に対し、12月11日に以

卜の監杏委員・〃判断′う、卜された

1．有識芹会議法第138条に規定する4第3舶こ規定する付紙機関であると認められ、違

法に設置された存在と求めざるを得ないし

2．有識者会議〝）委員に対する報酬を条例の規定に某一うくことなく、これと異なる報償費

に上る謝礼としての支出したことは、違法な支出であったと判断せざるを得ないr

3．損告の有矧二ついては、市が実際に役務の捉供を受けているので、変昌に対し対価の

支払い義務を貰っているし　対価に／‾〕いても社会通念上不封な水準にないので、違法な

公金の女H」であっても本凧二損害が′Lじたとは言えず、市長に対する損害賠償請求は

棄却する。

監査委員の指摘を受けて、巾ま11の有識者会議を兄画し中で、本年7月に議会の承

認を得る予定

2016牛

・2月6日に開催された茅ヶ崎公園テニスコ一一トの設計に関する市の言酎”会において、騒音

対策のために設置する5．5－－1（′）防昏壁の高さを低くする北側住民の要望に対する市の対

応に関越があったし．このため、住民代表を副市長に面談する機会を設定した結果、そ〝）

後2F車′）市との意見交換会を経て、防冊喋を仕上即〕望む2・4mに引き卜げるが出来た一二

・佃島ス射一ツ公園の総合評価方式による入札結果、価格では　一酎」川也元企業が受子′Lし

た。審査講評に疑問があ／つたため、これを追求した結果、説明責任を果たすため、今後

（／）総合評価坑一にに上る人fLに性几∴・こけ、評価に関する審査委‖会の議■拝録を必ずとるこ

と、及び入札者のプレゼンテーションを公開することになった〔

・上山亡企業との官製談合〃）疑いについて公直取引委員会に陽訴したが、証拠不十分として、

提訴＝誹りイfされた。

・茅ヶ崎ゴルフ場にある県有地び）利活用に「某月‾る車業首甚集を行っている。ゴルフ場州別

発は県卜最大のクラスタ←（延焼運命北同体）を抱える周辺†‡‾民にとって逃げ場を失う

ことに′甘なこ死傷者州廿た場合の損宮■腑告裾には狂人なものになるので、契約締結差し

と止めを求めて住民監宜請求を準備LllL



平成27年度横須賀市民オンブズマン活動報告

平成28年4月23日

横須賀市民オンブズマン

代　表　　一　柳　　洋

1　会議等（場所は原則、事務局会議は湘南よこすか法律事務所、全体定例

会はヴェルクよこすか）

平成27年4月19日　立ち上げ準備役員会

5月12日　同

5月30日　設立総会

6月28日　事務局会議

7月18日　全体定例会

R月16日

9月27日

10月18日

11月15日

12月20日

平成28年1月17日

事務局会議

事務局会議

事務局会議

事務局会議

全体定例会

事務局会議

2月21日　全休定例会

3月20日　事務局会議

2　活動内容

（1）横須賀市長の情実人事等に対して、議会で追及すべきであるとの照会

状を横須賀市議会議長に提出。後に百条委員会設置に繋がった。

（2）市議の政務活動費につき、精算払（出来高払）方式にすることの請願

をした。その請願は可決されなかったが、これまで年1回の報告だっ

たものが、年2回報告することになったし，

（3）吉田市長の訪米につき、監査請求をしたが、請求は却下された。

（∠1）担当を決め、議会での質問をチェックして報告し合い、評価をした。

3　今後の課題

（1）市議の議会での活動につき、本会議での質問を検討し、市議の評価方

法を確立し、それに基づき各市議の評価をすること。

（2）特別職の退職金につき、適止な額なのか検討すること。

（3）人口が減少するなか、議員定数を減らすように運動をすること。

（4）政務活動費、特に海外への渡航につき、その必要性等を検討すること。

（5）地方白治の意義・重要性につき、市民に理解をしてもらえるような活

動をすることこ

以上



かながわ市民オンブズマン

〒231一0007

横浜市中区弁天通2－21アトム関内ビル3階

（大川法律事務所内）

http：／／homepage2．nifty．com／kana－Onlbuds／

E－mail kana－Ombuds＠nlfty．com

FAX．045－664－7822

＼　　　　　　／　／
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